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事業の種類別セグメント情報（連結売上高）事業の種類別セグメント情報（連結売上高）
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営営 業業 利利 益益 ・・ 営営 業業 利利 益益 率率
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事業の種類別セグメント情報事業の種類別セグメント情報（営業利益・営業利益率）（営業利益・営業利益率）66
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○原価管理委員会の設置と全社横断的な原価改善

緊緊 急急 経経 営営 改改 善善 策策 のの 実実 行行88

５.５億円合計

変動費の削減

(生産性改善)

管理可能費の削減

今後へのコメント09年度予想08年度実績取り組み

原価改善の実績と予想

【０９年度の取り組み】

発想を変えた、ムダの排除と原単価・単位の改善

労働生産性改善・変動費改善には生産革新活動の成果を含む。

１.５億円

１億円

３億円

経営基盤とネツレンブランドを堅持しつつ
“聖域なきコストダウンと全ての業務効率化の実現”

１０億円

４.５億円

２.５億円

１７億円

08年度実績・09年度予想は、対07年度実績との比較による。

適正人員・適正労働時間

管理への取り組み

受注回復においても人員を

吟味する

ムダ排除を展開する

原単位改善を展開する



生生 産産 革革 新新 活活 動動99
『モノづくり“ネツレン・ウェイ”の浸透と実践』

（０８年度の成果）

人員２７名（４割）増人材の育成（改善マイスター等）

維持（受注変動に対して）リードタイム短縮

―資 産 効 果

※約１.５億円利 益 効 果

約１.５億円投 資

成 果項 目

０９年度 生産革新活動の取り組み

スローガン：『モノづくり“ネツレン・ウェイ”の徹底』
～原価革新を目指した生産革新活動～

目 標：人生産性の維持と改善 品質保証の徹底

対象部門：２事業部１０工場と管理本部(本社部門)

※緊急経営改善策の実施に伴う適正人員・適正労働時間管理への取り組みの成果は含まない。



今今 後後 のの 事事 業業 展展 開開

１.新商品・新技術の開発・拡販

２.新規事業の立上げ

３.加工部可児工場・岡山工場の再構築

４.設備投資・研究開発投資

５.配当政策

６.コーポレートガバナンスの強化



１.新商品の開発・拡販

（１）新評定による高強度せん断補強筋1275（ウルボン）

の建築分野への拡販

（２）中空ラックバーの新機種開発

（３）ウルトラ焼入装置・ウルトラ電源装置の開発

２．新技術の開発・拡販

（１）２周波熱処理応用技術の拡販

（２）超急速加熱焼入れ（ＳＲＩＱ）応用技術の拡販

（３）加工技術の開発（先端加工技術センターの設立）

新新 商商 品品 ・・ 新新 技技 術術 のの 開開 発発 ・・ 拡拡 販販1010

中空ラックバー

２周波熱処理 超急速加熱焼入れ

高強度せん断
補強筋1275

（ＳＲＩＱ:Ｓｕｐｅｒ Ｒａｐｉｄ Ｉｎｄｕｃｔｉｏｎ ｈｅａｔｉｎｇ ａｎｄ Ｑｕｅｎｃｈｉｎｇ）



新新 規規 事事 業業 のの 立立 上上 げげ1111
１.機械加工・熱処理・組立一貫受託加工の事業化

（１）神戸工場の立上げ（2009年6月操業開始）

２.軸肥大加工の事業化

（１）自動車・建設機械・工作機械用部品

（２）幅広い材料への軸肥大加工の展開

３.大型旋回輪・歯車熱処理加工の事業化

４.プラズマ窒化の事業化

（１）小型部品～大型部品、特殊部品の熱処理

（２）高周波焼入れとの複合熱処理

軸肥大加工軸肥大加工

プラズマ窒化プラズマ窒化大型旋回輪大型旋回輪

神戸工場神戸工場
（鋼材・ＳＵＳ材・銅材・チタン材・セラミック材 等）
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加工部可児工場・岡山工場の再構築加工部可児工場・岡山工場の再構築1414

１.可児工場の再構築

（１）設備稼働率向上と適正人員への取り組みによる製造原価の低減

（２）中空ラックバー素材コストの改善および一部外注化から完全内製化

によるコスト低減

（３）ＥＰＳ（電動パワステ）用中空ラックバーの受注の推進

（４）中空ラックバーの欧州市場への拡販

（５）パイプフォーミング、熱処理技術を活用した中空ラックバー以外の製品への展開

２.岡山工場の再構築

（１）設備稼働率向上と適正人員への取り組みによる製造原価の低減

（２）自動車関連以外の受注拡大

（３）プラズマ窒化受託加工の拡販



設設 備備 投投 資資 ・・ 研研 究究 開開 発発 投投 資資
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配配 当当 政政 策策

安定した配当を継続していくという方針に加え、当社安定した配当を継続していくという方針に加え、当社
グループを取り巻く経営環境グループを取り巻く経営環境およびおよび各期の業績等を各期の業績等を
総合的に勘案のうえ、決定総合的に勘案のうえ、決定していく。していく。

基本基本
方針方針

4.0

6.0

5.0

8.0

2.0

7.5

8.5

8.0

9.0

10.0

5.0

5.0

5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

（単位：円）

年間配当
１０

創業６０周年記念
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コーポレートガバナンスの強化コーポレートガバナンスの強化1717

１．急激に変化する経営環境に迅速に対応する。

２．機動的かつ効率的な事業展開を行う。

３．事業年度毎の取締役の経営責任をより明確にする。

⇒ 取締役の任期を２年から１年に短縮

（ 定時株主総会に付議 ）



ⅡⅡ ２００９年２００９年((平成平成2121年年)) ３月期決算３月期決算((連結連結))の概要の概要



2009年3月期 決算(連結)の要点1818

１．０９年３月期は、世界同時不況の影響を受けた結果、前年度比で、減収・大幅
減益決算となった。

２．先行き不透明感が強まる中、速やかに聖域なき緊急経営改善策を実施に移した
ほか、規程に基づき当社グループとして初めて固定資産減損会計を適用するなど、
時機を逸することなく、収益力強化・経営効率化に向け手を打った。

３．百年に一度と言われる未曽有の大不況の中で、フリー・キャッシュフローが黒字
に転じたほか、実質的に無借金（現金・預金残高＞有利子負債）、また、自己
資本比率が改善するなど、財務体質が改善した。

４．セグメント別では、
○製品事業部関連事業は、後半に入り、世界同時不況の影響を受け需要が減少
し、異形ＰＣ鋼棒、高強度せん断補強筋、高強度ばね鋼線（ＩＴＷ）等の販売量が
前年度比で減少し、その結果、売上高は横這い、営業減益となった。

○加工・電機関連事業は、世界同時不況を背景に需要減・在庫調整の影響を
受け、前年度比で、減収・大幅減益となった。

５．税制改正等の要因により、０９年３月期税金費用は前年度比で大幅に減少した。



2009年3月期 決算(連結)の要点

（注） ＲＯＡ ＝ 経常利益 ／資産合計 （当年度末・前年度末の平均値）×１００（％）

ＲＯＥ ＝ 当期純利益／純資産合計（当年度末・前年度末の平均値）×１００（％）

（単位：百万円・％）

－△4.72.97.6Ｒ Ｏ Ｅ

－△3.36.09.3Ｒ Ｏ Ａ

△63.3△2,3331,3533,686当 期 純 利 益

△37.9△2,3773,8876,264経 常 利 益

△37.3△2,0863,5075,593営 業 利 益

△6.2△2,68440,84643,530売 上 高

増減率増 減
２００９年
３月期

２００８年
３月期

1919



事業の種類別セグメント情報（連結売上高）事業の種類別セグメント情報（連結売上高）

（単位：百万円・％）

（注） 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

△6.2△2,68440,84643,530合 計

4.523528505
動産ならびに不動産に
係る賃貸事業および
上記以外の事業

賃貸事業他

△12.6△2,77819,24922,027
熱処理受託加工
誘導加熱装置
自動車部品等

加工・電機
関連事業

0.37121,06820,997
ＰＣ鋼棒
異形ＰＣ鋼棒
高強度せん断補強筋
高強度ばね鋼線

製品事業部
関連事業

増減率増 減
２００９年
３月期

２００８年
３月期

主な製品事業区分

2200



事業の種類別セグメント情報（連結営業利益）事業の種類別セグメント情報（連結営業利益）

△37.3△2,0863,5075,593合 計

1.65320315
動産ならびに不動産に
係る賃貸事業および
上記以外の事業

賃貸事業他

△48.8△1,3041,3682,672
熱処理受託加工
誘導加熱装置
自動車部品等

加工・電機
関連事業

△30.2△7871,8182,605
ＰＣ鋼棒
異形ＰＣ鋼棒
高強度せん断補強筋
高強度ばね鋼線

製品事業部
関連事業

増減率増 減
２００９年
３月期

２００８年
３月期

主な製品事業区分

（単位：百万円・％）

（注） 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
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連連 結結 営営 業業 利利 益益 増増 減減 内内 容容

5,593

△1,097 △  47
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（単位：百万円）

売上高要因 固定費要因変動費要因

０９年３月期

売上高要因
変動費要因 △ 941
固定費要因 △47

合 計 △2,085

△941

０８年３月期

2222

△

△

△1,097



比比 較較 連連 結結 損損 益益 計計 算算 書書
（単位：百万円・％）

2233

△63.3△2,3331,3533,686当期純利益

163.5260419159少数株主利益

－

－

73
△1,270

73
△699

0
571

過年度法人税等

法人税等調整額

△76.9△1,6895062,195法人税、住民税及び事業税

△75.0△4,9601,6536,613税金等調整前当期純利益

4,289.22,7882,85365特別損失

49.5205619414特別利益

△37.9△2,3773,8876,264経常利益

79.1102231129営業外費用

△23.4△187612799営業外収益

△37.3△2,0863,5075,593営業利益

△9.0△5445,4966,040販売費及び一般管理費

△22.6△2,6299,00411,633売上総利益

△0.2△5531,84231,897売上原価

△6.2△2,68440,84643,530売上高

増減率増 減２００９年
３月期

２００８年
３月期

期 別
科 目



20020099年年33月期月期 資産残高の推移資産残高の推移((連結連結))

（単位：億円）

467 477
531

（10）
（54）

18

△4

4

△7

△8

2

5

54

602

13

38

14

6

（71）

670

28

14

49

△22

（68）

2424

121

202

97

109

127

216

135

122

105

265

149

150

107

297

118

155

133

289

77

108

0

100

200

300

400

500

600

700

０５年３月期 ０６年３月期 ０７年３月期 ０８年３月期 ０9年３月期

531
602

13

38

14

6

（71）

670

28

14

49

△22

（68）

売上債権
有価証券

有形固定資産
その他資産

679(9)

△31

32

2

5

609

26

△41

△8

△47

(△70)



395

84
1238

453

89
14
43

497

96
18
58

506

76
35
61

481

36
39
50

0

100

200

300

400

500

600

700

０５年３月期 ０６年３月期 ０７年３月期 ０８年３月期 ０9年３月期

20020099年年33月期月期 負債・負債・純資産純資産残高の推移残高の推移((連結連結))

（単位：億円）

531
602（71）

5
2
5

58

670（68）
15
4
7

44

2525

仕入債務

借入金

その他負債

純資産

679（9）
3

17
△19

9

609

△25

4
△40

△11

(△70)



20020099年年33月期月期 キャッシュ・フローキャッシュ・フロー((連結連結))

（単位：百万円）

2626

9826,9235,941キャッシュ・フロー期末残高

△617△422195財務活動によるキャッシュ・フロー

3023042その他

△103△838△735配当金の支払額

369△301△670自己株式の取得

△1,1904131,603借入金

1,6131,513△100フリーキャッシュ・フロー

1,406△4,558△5,964投資活動によるキャッシュ・フロー

2086,0715,863営業活動によるキャッシュ・フロー

823△2,322△3,145その他

△1,051△97972仕入債務の増減

5,0084,568△440売上債権の増減

3883,1512,763減価償却費

△4,9601,6536,613税金等調整前当期純利益

増 減２００９年
３月期

２００８年
３月期科 目



20020099年年33月期月期 キャッシュ・フローキャッシュ・フロー指標群指標群((連結連結))2727

68.578.467.679.0172.4④ インタレスト・カバレッジ・レシオ

0.70.60.50.50.5③ キャッシュ・フロー対有利子負債比率

40.862.687.4105.164.5② 時価ベースの自己資本比率

74.971.472.475.374.4① 自己資本比率

２００９年
３月期

２００８年
３月期

２００７年
３月期

２００６年
３月期

２００５年
３月期



20201010年年33月期月期 連結決算予想の要点連結決算予想の要点①①2828

１．１０年３月期においては、景気の先行きが不透明な中、前年度比で、売上高は１７％程度の

減収、また、営業利益は大幅減益を見込む。

景気の先行きが不透明な状況であるため、今回発表の業績予想は、暫定的予想値である。

２．設備投資を抑制方針としていること、また固定資産減損会計を適用したことにより、減価償却費

は０９年３月期をピークに減少傾向を辿るものと見込まれるほか、緊急経営改善策を実行する

こと、また、今後、政府の景気対策効果が期待できることなどから、更なる景気底割れがなければ、

今後、収益環境は改善していくものと期待される。可能な施策を総動員し、収益改善に注力する

所存である。



20201010年年33月期月期 連結決算予想の要点連結決算予想の要点②②2929

３．セグメント別では、

○製品事業部関連事業は、不況を背景に、異形ＰＣ鋼棒、高強度せん断補強筋等の販売量

がなお減少傾向を辿ると見込まれるほか、鋼材価格値下げ要因も加わり、減収、また営業

減益を見込む。

製品事業部関連事業は、一部を除き国内需要（内需）をベースとする事業であるため、相対的

には底堅いものと見込まれる。

○加工・電機関連事業は、なお世界同時不況の影響を受け、自動車・建設機械・工作機械業界

からの受注が概ね低調な水準で推移し、前年度比で減収、営業赤字を見込む。

４．良好な財務基盤をベースに、地道に生産革新活動、緊急経営改善策を実施し、この先数年

続くであろう不況を乗り切ることはもちろんのこととして、その後に来るべき景気回復時期を

睨んで、収益力強化そして一層の経営体質の強化を行う。



事業の種類別セグメント情報（連結売上高予想）事業の種類別セグメント情報（連結売上高予想）

（単位：百万円・％）

（注） 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

△16.8△6,84634,00040,846合 計

△5.3△28500528賃貸事業他

△29.9△5,74913,50019,249加工・電機
関 連 事 業

△5.1△1,06820,00021,068製品事業部
関 連 事 業

増減率増 減
２０１０年
３月期
(予 想)

２００９年
３月期事業区分

3300



事業の種類別セグメント情報（連結営業利益予想）事業の種類別セグメント情報（連結営業利益予想）

（単位：百万円・％）

（注） 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

△91.4△3,2073003,507合 計

△6.3△20300320賃貸事業他

－△2,568△1,2001,368加工・電機
関 連 事 業

△34.0△6181,2001,818製品事業部
関 連 事 業

増減率増 減
２０１０年
３月期
(予 想)

２００９年
３月期事業区分

3311



連連 結結 設設 備備 投投 資資 額額

（単位：百万円）

3,0003,1512,7632,253減 価 償 却 費

3,9004,3824,2917,025設 備 投 資 額

２０１０年
３月期
（予 想）

２００９年
３月期

２００８年
３月期

２００７年
３月期

3322



20201010年年33月期月期 経営経営課題課題3333
企業価値向上のため、以下の施策を実行する。

１． 資産・資本効率の向上 （ＲＯＡ・ＲＯＥの改善）
（１） 資産圧縮策の実行

（２） 資本政策の実行

２． 資産の有効活用

３． 時価総額の改善

４． 企業価値の防衛

５． 第１１次中期経営計画の策定

① 有価証券（保有意義を吟味のうえ、売却）
② 棚卸資産等

③ 遊休となる資産等の売却

① 適切な配当政策の実行

② 自己株式の取得

① 当面、設備投資は抑制方針維持

② 不採算事業所の経営改善実施

③ 早期に内外事業を軌道に乗せる

① 収益性を伴う成長戦略経営の遂行

② ＩＲ活動の継続・強化
③ 内部統制、コンプライアンス、ＣＳＲの強化

① 企業価値向上および株主重視経営実践

② コア株主との戦略的連携強化

③ 適切な買収防衛策の運用

① 今後、企業価値の改善・向上を目指し、第１１次

中期経営計画を策定する。



（注）当資料に記載の将来に関する予想数値は、公表時点において入手可能な情報に基づき判断し
た見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により開示
した予想数値と異なる場合があります。


